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中国内陸開発と電力産業の発展（下）

貴州省の電源開発を中心に

呉暁林

中国電力産業の変容

(1)計画経済期の中国電力産業の特徴

以下は田島俊雄（2007,2008）をはじめ先行研究などに基づいて整理しておく。

中国の電力産業は１８８２年にイギリス商人に開設された上海電光公司をはじめと

し、日本とほぼ同期に電気が導入され、火力発電が取り組まれた（王京漬2006)。

生活照明電気が上海や天津などの租界から北京などに広がり、上海、江蘇省、広

東省、山東省、湖北省、河北省及び漸江省といった工業地域、また日本占領下の

東北地域に電気電力事業が発展していた。工業発展の遅れた内陸地域は電気電力

事業も規模が小さかった。日中戦争中に国民政府資源委員会は電力企業の内陸移

転と建設を行い、１９４５年以降、敵産として電力設備を接収・再建した。一方、

民間の電力設備は戦後、元の所有者に返還された。１９４９年、中華人民共和国が

成立してから、電力産業は先ずは資源委員会所属の電力部門の移管であり、朝鮮

戦争を経て接収されることになる旧租界の外資系電力設備を受け継いだ。さらに

人民共和国初期に存続した民間企業をも５０年代に公私合営を通じて国有化して、

国営・国家管理体制を確立した。

電気事業の管理は５０年代前半まで、中央には、石炭、電力、石油の各産業を

統括する中央燃料工業部が設けられ、東北・華北・華東・中南・西北・西南の各

電業管理局をコアとする大区（大行政地域）ごとの分級管理体制が１９５７年まで

採られた。その後、計画体制および工業管理の「改善」政策により、電気事業の

多くの企業が省以下の地方レベルに移管され、分権的な管理体制に移行した

(《当代中国》叢書編輯部編（1994)、ｐ51)。

１９７９年には文革中にも維持された東北電業管理局、華東電業管理局に加え、
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華北、華中、西北、西南の電業管理局（電力ネットワーク）を復活させ６大ネ

ットワーク体制とし、８２年には山東、福建、広西の省級電力局を電力工業部直

属とするなど、電力工業部、大区電業管理局、省級電力局、および末端の発電・

配電企業よりなる４級の「統一指導、分級管理」体制を敷いた（《当代中国》叢

書編輯部編（1994)、ｐ､484,485)。

なお、中央政府の水利部は水力発電と農村の電力網（農電）を主管する部門と

して、火力発電と送配電を管轄する電力部とは協力・拮抗する関係にある。

中国の電力事業は、発電と送電網分離の電力体制改革が展開される２００２年ま

で、発送配電一体化の電力体制を取っていた。電力系統は歴史的に形成されてい

た東北、華北（京津唐)、および華東地域、華中地域、西北地域のなどの広域電

力系統であり、さらに資源賦存が特殊な地域で広域的な電力調整が行われる電力

系統であり、それ以外では基本的に省レベルでの自給的傾向が存在すると指摘さ

れている（田島2007)。１９９８年段階における中国の送配電網は省を越えた五つ

の広域系統（東北電網、華北電網、華東電綱、華中電網、西北電網)、九つの省

級系統（山東電網、福建電網、海南電網、広東電網、広西電網、重慶電網、四川

電網、雲南電網、貴州電網)、二つの地域的電網（ラサ電網、ウルムチ電網）そ

の他となっている。特殊なのは西南地域である。長い間、四川（当時は重慶市を

含む)、雲南、貴州は西南電網を形成すると想定されていた（張彬等主編、1994）

が、実際、広域電力系統の建設の計画や実態はいまだに不明な点が多く、四川、

重慶、貴州、雲南の省級電網は従来から独立性が強くて、地域間の利益調整と相

互補完がうまくいかなかった。

中国の電力産業発展を考える場合、それが他の産業と如何なる関係にあるのか、

基本的な把握が必要である。人民共和国に入ってから、中国は冷戦構造と中国封

じ込め政策に対応して、準戦時体制のもとでの重工業優先的発展戦略をとらざる

を得なかった。しかし、その中で電力産業は重要視されていたと通常、言われて

いるが、鉄鋼、機械、化学工業、軍事工業などの重点部門の成長と増産に不可欠

な動力を提供する部門に過ぎず、実質、従属的な存在であった。

計画経済期の中国電力発展は概して開発資金不足と市場による需給調整機能の

欠如といった障害が存在し、常に供給が需要に追いつかない電力不足と「計画的

停電の配分」の状態にある。それに対処するのに、中央計画当局、電力部による

重点地域・特定分野に対する「重点投資｣、電力配給と差別的価格といった電力
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統制を採っていた。その過程において「発電部門、及び広域送電や広域電力系統

の形成については中央政府電力工業部による重点的な取り組みが行われたものの、

送配電を中心に発電部門も取り組む形で、地方中心の分級管理体制が歴史的にと

られていた｣。「不足の経済」下の電力統制は需要サイドの自社発電や自給的な取

り組みを促すことになる。つまり、社会主義計画経済のもと、満たされない需要

は自ら供給を組織せざるを得ない」（田島2007、ｐｌ４７～148)。

電力の供給関係についてみれば、大（行政）区、省、地区、県のレベルの各電

力系統にそれぞれ「網（総）調」「省調｣、「地調｣、「県（区）調」と呼ばれる給

電のための調整機関が重層的に設けられ、傘下の発送配電能力を踏まえて上級お

よび下級ネットワークとの間の調整が行われている。県のレベルにまで一体的に

経営されている地域もあれば、県系統の独立性が高く、上級との関係は買電

(｢週唐｣)、つまり一種の市場的関係にあるケースが多いと判断される。郷鎮レ

ベルの「農網」との関係も同様である（田島2006）（図１参照)。

図１電力改革以前における中国の電力供給構造

ｉｌ１央級発電所省級発電所地ljI級発電所県級発ｆｕ１Ｗ郷村発電所
↓統配↓統配↓直供↓亙嘗↓

跨省電網←→皆電網←→地|X砿網←→県tii網←→農村電網
↓↓↓亙瞥↓↓
願客願客Ｍ１１群顧容顧客

出所：筆者作成。

出所：田島（2006）

こうした多くの環節を有する複雑な重層構造は財政資金の投入による発送配電

能力の形成が需要の増大に追いつかず、不足の経済の下に常態となった「停電の

計画的な配分」から形成されたと考えられる。生活・生産に不可欠な財が得られ

ないとすれば、企業は自家発電で対応せざるを得ず、農電の形成も同様に不足に

対する自力更生的発送配電の取り組みである（田島2006)。

(2)電力改革と「５大電力・２大電網」体制

１９８０年代、展開される電力部門の改革は国有企業の改革の一部分であり、電

力企業に独立採算制が導入され、利潤留保をはじめとする各種の請負制が試行さ
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れた゜電源開発は財政資金の無償使用から銀行融資や投資公司の投資に切り替え

られ、資金の有効使用を重んずるようになった。１９９２年には国有企業の法人企

業．株式企業化を内容とする「現代企業制度」の取り組みが始まり、電力産業に

おいては電業管理局が半官半民の組織形態の集団公司に再編されていた。たとえ

ば、９３年１月に設立される中国華北電力集団公司は北京市電力局の職能を有し、

同時に華北電業管理局の看板も有するものであった。

図２電力改革以後の発電・送配電構造
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出所：田島（2007）

さらに行政と企業の分離、国有企業の法人化・株式企業化の方針に基づいて、

電力産業を主管する電力工業部は１９９８年３月に行政機能と現業部門に分離され、

前者は国家経済貿易委員会に、後者は「中央企業」（中央直属企業）たる国家電

力公司に移管しいていた。その後、電力行政は国家経済貿易委員会、電力にかか

わる長期計画は国家発展改革委員会が担うことになり、２００２年３月には複雑な

電力行政を調整する場として、国家電力体制改革工作小組が設けられた。２００３

年以降は国家経済貿易委員会の改組・解体と共に電力産業にかかわる管理・監督

機能は新設の国家電力監管委員会が担当し、産業政策・長期計画は同じく国家発

展改革委員会（能源局）の担当となっている。

2002年４月、「電力体制改革」が新たに提起され、基本的な目標として「独占

排除、競争の導入、効率引き上げ、コスト低減、価格形成の健全化、資源配分の

改善」を掲げる。具体的には国家電力公司（旧電力工業部）の改組による全国規
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模での発電・送配電部門の分離（｢廠網分開｣)、市場競争を通じた電力調達体制

の確立、広域電力系統の強化、電力産業を主管する行政組織としての国家電力監

管委員会の新設を盛り込むなどが構想された。

この結果、２００３年に、全国の主要な発電所はピーク時調整用の一部水力発電

所などを除き、５大発電会社（中国華能集団公司、中国国電集団公司、中国電力

投資集団公司、中国大唐集団公司、中国華能集団公司）に分離・統合され、送変

電・配電部分についてはとりあえず国家電網公司、中国南方電網有限責任公司に

二分割されることになった。そして国家電網公司は東北電網、華北電網、華東電

網、華中電網、西北電網の広域系統を、南方電網公司の場合は広東、広西、海南、

貴州、雲南の省級系統を傘下に収めることになった。

地域開発と電源開発

(1)貴州省電力管理体制の構築

1958年６月、大躍進運動と地方分権政策が推進され、省内の発送電企業を管

理する貴州省電業局が設立され、中央水利電力部の直属から省政府水利電力庁の

管轄に移った。ほか、発電所の建設を担当する部門として、水利電力庁に火力電

力工程局と水利電力工程局が設置された。

１９６４年、緊迫した国際情勢の中で三線建設（内陸工業体系を構築するための

内陸企業の移転と工業プロジェクトの実施）が決定され、1965年１月、貫州省

電業管理局は省水利庁と共に、中央水利電力部の直接指導に変わった。

この時期の電源開発計画に貴陽発電廠（発電所)、遵義発電廠、都勺発電廠、

凱里発電廠などの既存設備の拡張、これまで建設中止となっていた清鎮火力発電

廠、烏江渡水力発電所、新規建設の水城発電廠など大規模なプロジェクトが盛り

込まれた。それらを実施するために水利電力部電力建設総局西南電力建設管理局

貴州電力建設公司（火力発電)、賞州六盤水電力建設指揮部、水利電力部水電建

設総局貫州水力発電建設公司が組織され、電源開発は中央政府主導の下に置かれ

ていた。

文革期の動乱による建設現場の混乱、事前調査の不十分、立地の不合理、技術

上・資金上の問題により、一部のプロジェクトが延期したり、中止となったりし

て所期の目標が達成しなかったが、貫州省電力系統の骨格が形成された。
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図３多主体電源開発下の電力管理体制（1990年）
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(2)電源開発

１９７６年現在、貫州省の発電設備容量は１９６５年より４．１７倍伸びた。110kvの

送電網は修文と北部の遵義の間に、賞陽と安順の間に、貫陽から盤関までの中西

部一線、貴陽と東南方向の凱里の間に、中南部に位置する都勺と麻江の間に建

設され、省都の貴陽を中心に、遵義、凱里、都勺、安順、六（枝)、盤（関)、

水（城）地域につながる統一した省内電網が形成された（史ｐ48)。さらに貴州

電網の出力が不足する緊急時に給電をまかなうために、西部に近隣する貴州盤

(関）と雲南省の羊場の間に110kv送電線が建設され、雲南電網につながった。

大型電源と110kv送電網の建設により、航空工業の集中する安順地域、宇宙工

業の集中する道義地域、電子工業の集中する凱里、都勺地域、炭鉱採掘加工業

の集中する六（枝)、盤（県)、水（城）地域は供給範囲に収まり、その中に点在

する「三線建設」の企業と炭鉱にさらに３５kvの送電網で給電され、その需要は

ほぼ満たされた。

その後、越省給電の発電所は辺境地に立地する実態を考えると、貫州省にはほぼ

貴陽中心半径円の域内供給圏と域外供給圏が存在する可能性があると考えられる。

１９７８年～１９８５年の間、貴陽近郊を流れる猫跳河の段階式水力発電所の建設

がつい全流域において完了したほか、何度も挫折した道義から５５キロ先の地域

に立地する烏江渡水力発電所はこの時期に発電装置（２１万ｋＷ×３基）の取り

付けが完成し、水城発電廠の２台目の５万ｋｗユニット、清鎮発電厳二期工事

(7.5万kW、後に６．５万ｋＷ×２基）も稼動した。

既存の発電設備容量の１４万ｋＷに加えて、烏江渡水力発電所（６３万ｋＷ)、猫

跳河紅河水力発電所（10.20万ｋＷ）を合わせて、貫州電網における水力発電設

備の容量は全体の55.62％を占めるに至った。大型水力発電所に対応する220ｋＶ

の高圧送電線は貴陽一烏江渡、遵義一烏江渡、賞陽一凱里、貴陽一瞥定一水城の

間に架設された。貴州電網は１９８２年に道義一基江の間の220ｋＶ高圧線の建設に

より、四川電網に連結することになった。１９８２～１９８４年、雨水天候に恵まれ

て供給余剰になった貴州省は、四111・雲南に向けて２０億ｋＷｈを送電した。

1983年、貴陽市内における電気コンロなど石炭・ガス代替の電気使用が実験さ

れ、１９８４年、貢陽一昆明間鉄道の電気化が部分的に導入された（史ｐ75)。

表１見てわかるように三線建設期の大型発電所の建設期間が長い。清鎮発電

廠二期工事は４年間、水城発電廠は１２年間がかかり、その原因はカルスト地域
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の複雑な地質条件、事業計画案の作成などフィジビリティスタディ（F/S）調査
に時間が要した。

表１貴州省域内主力発電所

名称 給融地域

ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ臘考）

火力発愈所

働賜電廠 中部 17.5 

(1990年）

li1llij 
貸陽市周辺、貨

陽製鉄所

貸州研磨材基地
0.204 

(1949年）

０．１ 1917年建設Ｉｌ１１始、

英国製

設備はI､慶節二鋼

廠より穆旗

恵水工業区の用in

使用中の米国製

1ｋＷユニットを

取り外して移娠、

６１年に険雌工作

機械工場へ、６７

年に鐡安へ

道義に建設予

定、その後、賀

陽に変更。新た

な立地。

0２１１９５８１１９５８７１５０ 

鵜…水綣|騨縢
0１1195811958Wも

一期工111

2綴×"|'…|}綴

二期エリ「 貨州省述築工程

公司十電力工業

部西安基述局宜

賓工区

蟻;:||;:！
1959.5 

4噸1960

墹凡

51)MIl960 

f纏偽

1965ギガ

燭

補助施設

修繕概算

860.89 

0968年）

再設計

工事

総投資額

538.4 

(1973年）

初期i１１画４×

2.5万ｋＷ

三川エイド 蕪束上海公租

処・徴州虹力建

投公司十1iIi北ｆｕ

力述股公司取り

付け隊

１機×

2.5＋２ 

機×５

１１．１２．５ 

６１）槻

(２５万ｋＷ）

1966年１１１

７月胤・８９

柵(5万ｋＷ〉

1966年611

1966年

1２月

稼釛３０年1111段術

老朽化､９０年に

新規２０万ｋＷ珈

業性報告11)緋可1Ｗ0年

１月、

1０月
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遵義市周辺

６６年に賞州電力

網に連結

道義鉄合金廠

06(５４年）

86(72年）

遵義発電廠 北部 １９５２－ 

５４年

１９５８～ 

７２年

1990年

１９５９， 

７２年

82年

１２．５Ｘ２ 

機(92年）

2.4 

(90年）

0.6 

(1990年）

都勺発麺廠

凱里発電廠

中南部

東南部

省水利庁

省電力建設処

省水利庁

西南電力建設公

司

58年～59112

63年､68年

60年中止

６６年

1964年

68年

1960年

1973年賞州電力

網に連結

国防工業基地？

1971年貨州電力

網に連結

電解アルミ巌

1977年、１９７９

年に電網に遮結

1970年61年中止、

65年再lNl、

70年，

1974建設、

１９７７年、

1979年繍動

清鎮発電廠 中部・貴

賜周辺

２期工事

７号ユニット

水城発電廠

単節発電所

興義発電魔

6.51ikwX2 

卿1990年）

２０万ｋＷ １９８８年

稼動

６６年開

始

59年、６５

年､６９年

661Ｋ69年、

n年,88年

７４年

78年

59年､６７

躯69ギ

67年.７１年、

n年Ｍ年

西部

極西北部

極東南部

5万ｋｗＸ

２１Ｈ 

Ｏ８（９０ 

年）

4.7（９０ 

年）

山本発電所・水

城製鉄所

地区・市政府周

辺

省電力建設公司

自己建設、省電

力建設公司

省電力建設公司

省電力建設公司

大竜発電廠

桐瓢発電廠

桐噸

極東北部

12(90年）

0.15 

1984年

1959年

1987年

1966年建

設ililM、

80ギ生産

停止

５６年、

５９年、

６２年

1965年

1960年

安順発電廠 中南部 貨州電廠・安順

専署

1954年０．２×３ 

機

６９年廃業

貨定発電廠

銅に発電廠

中東部

極東北部

鰐東南自治州

銅仁専署

0.5 

0.15 

1964年

1959年

６９年生塵停止

燃料炭不足のた

め、休止

自社発電所

六校鉱務局六校

発電厳

極西中部 白已施工 自社用

６８年に賃州電力

綱に連結

1960.2 0.6 

(1966年）

一期工事 0.15 1959.1 1960.12 
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二期工事

三陶工砺

盤江鉱務局発電

廠

水城鉱務局火電

姑

一陶工鞭

二期工事

0.15 

0.3 

0.45 

(1966年）

０．６ 

(1990年）

2機Ｘ0.15

2綴Ｘ0.15

1960.1 

1967年

1964年

1967年

1966年極東南部 自己施工

鉄道兵部隊

71年に鐵州電力

網に連結

緊急用

1955 

1969 

1951.1 

1970, 

1980 

1984.9 水城鉄鋼所火電

姑

水城製鉄所火力

発電姑

賞州省労（鋤）

攻（造）局硫黄

廠

一期工事

自己瞳工

自己施工

自己施工

０．６ 

(1990年）

０．０７５、

ql5X2欄

0.3（７４ 

年、８６

年）

1機Ｘ0.15

1機ＸＯ１５

９２６８ 

(1990年）

２機Ｘ

ＯＯ504 

２機×

0０２ 

３Ｘ0.15＋ 

lXOO2ディ

ーゼルエンジン

１槻Ｘ

0.6 

３機Ｘ

0.6 

2楓Ｘｑ６

１槻Ｘ06

0.3 

1980.3 

1957年

512 

561 

余熱発麺・自社

用

1957年250ｋＷ

ユニット償却

1967年

西北部

(大方）

1974年

1981年

年
年

７
６
 

７
８
 

９
９
 

１
１
 

1974 

1981 

1977.10 

1986.4 

9716 

123 

倒州兼鉱電廠 極東北部

二坑ディーゼル

エンジン発電姑

岩盤坪鬮姑（ディ

ーゼルエンジン）

玉屏大竜火力発

晒姑

1973年

1953.7 

1960.8 

1974.10 

1953 

1972.2 

1980年に緊急用

に切り替

1986年に緊急用

に切り替

２期に分けて実

施

東北中部

貨州有機化工廠

熱電姑

画州アルミ巌熱

晒廠

一期工事

二期工事

緒翫鉛亜鉛鉱発

電厳

一期工事

貸鴎市郊

外

遵義郊外

貸州晒力建設公

司

1966 1972.1 1226 

熱供給用

1981.11 

1985.12 

1985.12 

1990.9.7 

極西北部

''１国非金属建設

公司

自社取り付け

自社iMllill

自社取り付け

1Ｍｌｘ０１５ 1961 1964 250 設備は賞（陽）

昆（明）鉄道よ

り調達二期工事

務川兼鉱電廠

l1qXO15 

１Ｍｌｘ 

０．１５＋１ 

機Ｘ

0.106＋１ 

機Ｘ0.02

ディーゼル

エンジン

1970 

1961 

1970.11 

1964 

99.7 

250 東北部
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翁安炭鉱

一期工事

中部｜自己取り付け

蕊Ⅲ…二期工事 0.07ｋＷ１９８８年

償却（報廃）

蟻…鳶…
1機XO15

1MiXO3 

0､2５ 

1966 

1989 

1984 

1990 

1機Ｘ0１１１９６７１１９６８ ユニットは三線企

業恵水険蝋工作機

械工場より調達

二期工事

緒章県鉄鋼廠電

姑

水力発麺所

猫跳河段階水力

発電所

第一階紅楓発

電所

1機Ｘ01511984１１９８５

貨州省

漕鎮 省水利庁水力発

電工事局

1958年2Ｘ２#１ 

鯛瓢Ｅ

Ｏ６Ｍｍｋｗｈ 

２２Ｘ１胤

U5560Xl 

年１Ｍ発電m

MO4mkwh 

lilX2、１

柵Ｘ０５５６

年間瓢ii

L612億kWh

3Mｌｘ4.5 

年161発噸

3.83臘kWh

3i9X102 

1､43億kWh

1960年 3556.60 

第二階百花水

力発電所

貨陽周辺 1960年 196011 4460.9 

第三階修文水

力発電厳

修文県河

口

１９６０年

1,1 

19616 1853.1 

第四階窄巷水

力発電巌

修文県 1965.8 1970.9 7414.7 

７ 

第五階紅林水

力発電所

鳥江渡水力発電

所

第一ユニット

修文県 165.12 1979.12 16290 

82 

遵義県烏

江区

ダム建設

1970年

ﾀﾞﾑ鍛寵

71W9年

洪水排流施設の

不備で水没

第二ユニット

第三ユニット

普定水力発電所

ト
ト

ツ
ツ

ー
ー
ー
ー

ユ
ユ

一
一
一

第
第

:洲|'…||雛Ⅱ
貫州電力局が資

金調達、省初め
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、、

１１m 

擁、

｢志」「史」徐静等（2000）「貨州大開発中的資源運等」貴州教育出版筆者作成。

上記二つのプロジェクトが完了してから貫州省において新規案件がなくなり、

1980年から中央財政よりの電源開発の投資が減少し、１９８３年、１９８４年にはゼ

ロになった。中央計画当局と電力部の投資審査手続きの遅延、資金投入のタイミ

ングが貰州省の電源開発の生死を決めるネックとなっていた。例えば、盤県発電

所が発電設備容量の変更により、水利電力部の審査と認可手続きは待ったなしの

４年ぐらい掛かった（史ｐ73)。さらに１９８４年１１月に建設開始した東風水力発

電所（貰陽近郊清鎖と鰐西県の境界、烏江主流鴨池河、１７万ｋＷ×３基）は建

設資金が予定通りに注がれなくて延期を繰りかえし、天生橋水力発電所２級第

一期工事（貴州竜安県と広西隆林県の境の南盤江、２２万ｋＷ×４基）は1979年

工事に取り掛かったが、同じ資金繰りの問題で80年に中止となり、８２年に再開

した．

１９８２年から１９８８年、滴鎮発電廠７号基ユニットが稼動するまで、貨州省は

６年間、新規の発電ユニットの稼動がなく、電力不足が発生してしまった。多く

の企業は「停三開四」（週に３回停電、四日操業）「惇４開３」の状況に直面して

いた。貴州電網における需要抑制、すなわち計画的停電の状況は表２の通りで

ある。省内は電力不足なのになぜ域外に給電・販売するのか、使用料金徴収難、

域外価格が高いなどは原因だと思う。それについては別途に述べる。
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表２貴州省の停電状況

停電量万kw

lOOOO 

17000 

21000 

65000 

50000 

27000 

30000 

年
年
年
年
年
年
年

師
町
蹄
鍋
的
皿
兜

９
９
９
９
９
９
９
 

１
１
１
１
１
１
１
 

出所：『中華人民共和国電力工業史貴州巻」ｐ7９

1986年－９２年、貴州電網においてユーザーへの給電制限（停電量）は２２億

kWhという計算になる（史p78)。

電力産業の成長停滞は経済発展のポルトネックとなっていた。第七次五カ年計

画期（１９８６年－１９９０年)、貴州省の計画ではＧＤＰは１２３９億元から187億元

に年成長率８．６％と見込まれていたが、実際6.7％にとどまっていた。電力不足

は主要原因であると電力関係者が主張している（史ｐ79)。なぜなら、貴州電網

の発電設備容量の成長は年率４．８９％で、発電量年成長５．３２％を下回っていた。

さらに１９９２年、省電網の発電設備容量と年間発電量は９１年よりそれぞれ６％、

11％ぐらい伸びたが、それを上回った省内の電力需要の伸びは１３％であった

(史p79)。

(3)集資弁電と電力産業の発展

供給不足の原因となる投資不足、とりわけ資金調達のネックを解消するのは大

きな政策課題である。というのはこれまで大型電源開発が長い間、中央財政の投

資に頼り、それが次第に減少するようになったからである（表３参照)。
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表３貴州省電力投資源と資金配分万元

毒
部illilプロジェクト・直接供給

復興期

1950年

1951年

1952年

小ill

l-5ilf画期

1953年

1954年

1955年

1956年

1957年

小針

２－５M|画期

1958年

1959年

1960年

1961年

1962年

小川

調離期

1963年

1964年

1965年

小ill

３－５３１画期

1966年

1967年

1968年

1969年

1970年

小ill

４－５計画期

1971年

1972年

1973年

1974年

1975年

'Ｍ１ 

５－５３f画期

1976年
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Ⅲ
二
日

1977年

1978年

1979年

1980年

小針

６－５計画期

1981年

1982年

1983年

1984年

1985年

小計

8467.09 

13248.16 

17662.36 

13382.3 

59510.15 

354.58 

443.55 

938.19 

2086.74 

5373.74 

7763.72 

6608.39 

3390.28 

6073.48 

8978.6 

3281447 

１２８０６３ 

743.67 

１６０１８６ 

３４２０ 

4845 

11891.16 

資料「貴州基本建設（1950～1985)」ｐ５３－５６。

1980年代以降、推進された「放権譲利」（中央政府が地方と企業に管理権限と

経営権を委譲し、地方政府への税収と企業への利潤の一部留保を認める）などの

改革により、中央財政は収入面で相対的に縮小し、財政赤字が恒常化した。早く

も１９８１年、経済の急成長と地域内電力需要の急増に迫られた山東省煙台市は地

域内の需要家に株式を割り当てる方式で投資資金を調達して龍口発電所（２０万

kW、投資金額２．０４億元）の建設に成功した。これ以後、多元的投資による発電

所の建設は中央政府と－部の省に推進され、１９８５年には、国務院により「資金

を集めて電力建設することを奨励し、多重制電力価格を実施することについての

暫定規定」が通達された。「集資弁電、多種電価」は電力投資体制改革の主な内

容となった。すなわち、多元的投資による発電設備の建設は二つの方式、①発電

所の拡大建設、新規建設、及び超高圧送電変圧施設への投資、②電力の優先使用

権の売却（投資者による購入)。その売却収入金を電力建設基金に当てる。多元

的投資により建設された発電所、もしくは発電ユニットの所有権は二つの方式、

①投資者は投資割合に応じてその財産権を所有し、利潤を取得する、②電網（電

力公司）は財産権を所有し、発電による利潤を一定期間において投資者に元本利

息を返済する。投資者は二つの方式の中から一つ選び、投資割合に応じて電力の

優先使用権を享受する。その権利は２０年間、保障される。つまり長期的な制度

的保証を付けて投資者のインセンティブを与えている。

１９８７年９月国家計画委員会は地方政府の電力産業への関与と責任を強化する

目的で、中央政府は国家重点プロジェクトに必要な電源開発に限り投資する。地
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方政府の開発プロジェクトに関連する用電については一律、地方政府が自ら資金

調達をして解決すると追加措置を講じた。

地域内の電力供給不足と資金不足に対処するために、１９８８年８月４日、貨州

省人民政府の出した「電力発展を加速させる決定」において、「電力の加速的な

発展は全貰州省国民経済発展の戦略重点であり、社会各方面の積極性を喚起させ

て貴州省の資源的優位性を経済的優位性に転換させなければならない」と訴え、

｢集資弁電、多種電価」に関する優遇奨励政策を打ち出した。すなわち、設備容

量５万ｋＷ以下の小型発電所に対して産品税、所得税の免除、固定資産の減価償

却控除分の増加などの優遇政策で、地域内の資金力に適応する中小発電所の建設

に力点を置き、他方ではピーク・ボトムの異なる料金、「高来高去」「低来低去」

(石炭などの原料価格の変動に応じる卸売価格の設定）など多重価格によるコス

ト還元と利益確保を講じた。ちなみに貴州省の長期計画において、１９８８年から

1994年末までに貫州電網の発電設備容量と年間発電量はそれぞれ306.64万ｋＷ

と145億ｋＷｈに倍増するという目標が提示された。

表４多元投資による電源開発と資金調達

－１７８－ 

設備容Ｈ１と完成期
MＩ間総額

(但元）
域外投資者と出資割合 古内投資者と出資割合 鮒注

瀬鎖発7,廠

第三１９１

２０万ｋＷ×２

1988/12 

1989/1０ 

4.97 国家エネルギー投資

公司７５％

貰州地方築資２５％ 貫州省内資

金調達が未

実現

逆幾発電廠

改造・拡張

12.5万ｋＷ×２

1991/1０ 

1992/７ 

4.57 国家エネルギー投斑

公司３０％

FMI省築資５７．５％

遵溌地区と道義市の

典資12.5％

省・市の資金

iiIi遠が難航。

省愈力同が自

主努力で遂行
鞭県発fu所 ２０万ｋＷ×２

1990年工事ＩＮＩ始

16.66 国家エネルギー投涜

公司２０％

広西509＄

働州省典資３０％

醤定水力発

fu所

万ｋｗｘ３ 3.19 国家エネルギー投ＷＴ

公司中型水力投資公

司

働州省新能実業発展

公司

後にIll間者が酔

源緬力株式有限

公司を組織，

描跳河李官

水力発樋所

6500ｋＷ×２ 

1992年

0.25 Ht陽市25.7％

水力第９工程局20％

Ft限勘探設計院５％

ii1i鎖県１０９６

貸州省新能実業発展

公司39.3％
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多元的投資により、賞州省は従来の国家投資に相当する国家エネルギー投資公

司の投資資金を受け入れると同時に近隣の広東省と広西自治区からの資金投入に

門戸を開くことが出来た。表４からは、「集資弁電」の政策を導入してから貴州

省の建設資金は発電設備の容量が増加し、事業の参入者も投資公司から一般企業、

行政、研究機関、企業内社員の個人まで広範囲に及ぶことが読み取れる。その資

金調達方法において、国家エネルギー投資公司の投資は貴州省の借り入れとなり、

貴州省電力工業局はその財産権を有する。後に国家５大国有独資発電公司が設

立され、賞州電力工業局の既存の国有発電企業が分割・吸収されていく貴州省と

他の省の投資は株式を割り当てる方式をとり、投資分に相当する財産権と発電量

の使用を受け取ることになる。資金調達の多様化は産業組織の分散化をまねくこ

とになった。１９８６年～１９９０年の間に限ってみると、貴州省は大中型の電源開

発に２．１９億元を投入し、さらに２回ほど発行した電力建設債券で７４２０万元調

達した。貴州省エネルギー交通基金とその他から3264.4万元捻出した。各地域

において、例えば道義地域は3264.4万元、資金調達し、省外の広西から盤県発

電所に５５００万元の投資を得られた（史ｐ90)。また、省電力工業局が自ら資金

調達して設立した電力企業はその後、成長をとげ、貨州省に帰属する有力な地方

電力企業として、地方経済の新しい担い手となっていく。

(4)広域電力産業と越省送電

前に述べたように貴州省は水力と石炭の埋蔵量さらに鉱産資源の組み合わせが

良好であり、全国においてもずば抜けている。資源開発を行うと同時に、超高圧

送電線と広域ネットワークを建設することになれば、水力発電と火力発電の相互

補完、河川流域を跨る電力補償が可能になり、広東省・広西自治区などの沿海地

域に向けて安定した廉価な電力を供給することも実現できる。

広東省、広西と貴州の隣接地域に建設する天生橋発電所（表４を参照）は多

元的投資により、それぞれの出資分に対応する財産権、容量、用電権、収益を事

前設定する合弁する大規模な水力発電所として１９８８年から取り組まれた。資金

－１７９－ 

天生橘発電

所ｌ発電

所、Ⅱ発電

所の２基工

事

164万ｋＷ 広東省５慨

広西２０％

国家エネルギー投資

公司（国家開発銀行）

20％ 

貨州省１０％ 資本金の割

り当て出資
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不足の貨州省は全体の１０％を出資することになっているが、電力の使用権は５％

をプラスして１５％を与えられた。Ⅱ発電所２期工事（発電設備容量８８万ｋＷ）

においても５％は貴州省の留保分として確保された。４地域（広東、広西、貴州、

雲南）を跨る電力事業を経営するために、１９９０年中国南方電力聯営公司が設立

され、天生橋発電所Ｉ、Ⅱ発電所、天（生）－広（州）線、天（生）一貫（陽）

線、魯（布格）一天（生）線という３本500kv高圧送電線と変圧送電施設の経

営に当たる。さらに広東省へ給電する天（生）－広（州）線には貴州省と広西の

合弁事業である盤県発電所、広東省との合弁事業である安順火力発電所が連結す

ることになった。

1992年１２月、天（生）負（陽）超高圧送電線が貸州電網に連結し、１９９３年

１月、貨州電網は広西電網に連結、１９９３年８月に貸州・広西は広東（香港・マ

カオを含む）に連結した。翌日、雲南電網が220kv魯（布格）一天（生）線で

３地域のネットワークにつながったことにより、中国南方４省（区）の広域電力

ネットワークが形成された。１９９３年６月、貴州省は季節限定に給電を始めた。

その後、広西自治区、湖南省と重慶へ電力の販売を増やしていく（表５参照)。

域外の給電は省内発電量の６分の１の割合に達し、南方地域でもっと安い卸値

で取引されている。

表５貴州省と周辺地域の電力需給・電力の地域外販売（2003年）（億kWh）

華中網

南方網

出所：各省統計年鑑より作成。＊は「貨州電力年鑑2004年」plO8。
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終わりに

以上、貴州省電力産業の発展を電源開発を中心に検討してきた。水力資源と石

炭の埋蔵量の豊富さから電源開発にきわめてよい自然条件に恵まれる地域といえ

るが、地域内の工業化や産業発展の立ち遅れが地域内の電力消費需要の増大を制

約する要因となってくる。さらに装置産業としての電力産業は莫大な資金投資が

必要とするので、電源開発の資金確保はもう一つの障害となってくる。貴州省の

電力産業は常にこの二つの障害をいかに克服するかをめぐって展開されていたと

いえよう。国民政府において資源委員会は長期的な抗日戦争に備え、軍需生産に

不可欠な電力供給を確保するために水力発電所や火力発電所の建設に取り組んで

いたが、割高の電気料金、建設資金と設備の調達などの問題につまずいていた。

１９６０年代後半－７０年代において中央政府の強力な資金、技術、人員の全国動

員と投下により、貴州省中心地域に地域内の電力系統が形成された。その電力は

軍需企業や資源開発（アルミ精錬、鉄鋼、化学肥料など）に直結する供給であり、

優遇価格を採っていた。一方、民生需要などは後回しにされた。計画経済時代に

おける地方政府の電力部門の経営行政管理の一体化体制は発送電一体化体制によ

る地域独占と表裏一体となるものとなり、それの及ばない地域において自給自足

の自社発電、小規模水力、火力発電所と送配電の建設が執り行われた。８０年代

中期に三線建設期に建設される発電所が稼動して発生した電力供給過剰は貴州省

の電力消費需要の構造的不足の現れであった。

電源開発における国家財政投資資金の無償使用の終焉、さらに「集資弁電.多

種電価」など市場化改革により、資金不足に悩む貴州省は方々から資金を調達で

き、同時に地域外の需要を見出すことができた。外需主導の下、貴州省の電力産

業は発展の軌道に乗り始めた。かつて難航した大型水力発電所や火力発電所の開

発は次々に実施に移され、超高圧送電線の建設をはじめ、広域電力系統が形成さ

れていくことになった。送配電を行う貴州電網公司の経営状況は2003年に販売

収益（税込み）は１４５億元、純利潤収入は１．８億元、年末資産総額は２５０億元、

所有権益収入は７６億元に達する（｢貴州電力年鑑2004｣。Ｐ108)。政府の変わり

に送電企業は地域内の立ち遅れた農村地域の送配電網を整備することが可能に

なった。

１９９８年から２００３年まで負州省において農村地域の送配電網の改造、及び県
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都市の送配電網の改造が行われ、合計８５億元投資した。一部、国債を除くとほ

とんどは銀行からの借り入れであり、貨州電網は債務者として元本利息の返済を

受け持つことになった。自然資源の優位性が経済的優位性に転じて、地域経済に

還元する開発の良好な循環がある程度、見とれた。
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